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*1 渡辺俊一 1993 7 頁 




















 現実の都市は現在の日本を見ても多種多様な都市が存在する。行政区分でも 600 以上存在す
る。都市の区分法は幾つかある。都市問題や都市計画を議論する上で、幾つかのカテゴリーに
分けて議論することが有用である。今の日本の都市を大胆に区分すれば、人口規模からと都市
機能と合わせてみれば 1. 巨大都市（東京、大阪、名古屋）、2. 県庁所在都市（人口成長都市）、



























青木 仁『快適都市空間をつくる』中公新書 2000 
高見沢実編著『都市計画の理論』学芸出版 2006 
日端康雄 『都市計画の世界史』講談社現代新書 2008 




































画官（Town Planner）が育成され、都心部の活性化では BID Manager が重要な役割を果たして



























2.3 TMO、TCM、BID の意義と必要性 
 郊外の大型商業複合施設の内部配置の合理性から顧客誘引力を学ぶことは、一体として都心
部を総合的に管理する必要性を教えてくれる。 
 都市を管理する機能としては TMO、TCM（Town Center Management）と BID（Business 
Improvement District）が実行されてきている。内容的には大きな異なりがあるのは BID での「負
担者受益｣の考えの採用による活性化策である。これは後でも言及する（第 4 章）が一定の場所






























                                                                 
*1『都市計画』共立出版 1977 70 頁 
*2『「都市計画」の誕生』柏書房 1993 32 頁 
*3『まちづくりと景観』岩波 2005 106 頁 










































①江戸から明治へ、 国威の発揚、 銀座レンガ街 外観の美しさ 














































































































































                                                                 
*1（地域地区）第八条  都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地域、地区又は街区で必要な
ものを定めるものとする。 一  第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居
専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、
商業地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域（以下「用途地域」と総称する。） 二  特別用途地区 
二の二  特定用途制限地域   特例容積率適用地区   高層住居誘導地区  
三  高度地区又は高度利用地区  
四  特定街区   都市再生特別地区  
五  防火地域又は準防火地域    特定防災街区整備地区  
六  景観地区  七  風致地区  
八  駐車場整備地区     九  臨港地区  
十  歴史的風土特別保存地区 十一  歴史的風土保存地区  
十二  緑地保全地域、緑化地域  
十三  流通業務地区  
十四  生産緑地地区  
十五  伝統的建造物群保存地区  
十六  航空機騒音障害防止地区、航空機騒音障害防止特別地区  


















































 この DID は昭和 35 年（1960）の国勢調査から公表されている。これは国勢調査の｢調査区｣
で人口密度が 4,000 人以上、隣接調査区でこの条件を満たす調査区と構成される地区の人口が
合計で 5,000人以上のところである。昭和 35年では全人口に対する市部人口比率は 63,3% DID
人口比率は 43,7%であった。直近の平成 17 年（2005）では、全人口に対する市部人口比率は










































































                                                                 
*2 矢作 弘・瀬田史彦編『中心市街地活性化 三法改正とまちづくり』学芸 2006 （社）日本建築学会
編『まちづくり教科書９ 中心市街地活性化とまちづくり会社』丸善 2005 
*3 （社）日本建築学会編『中心市街地活性化とまちづくり会社』丸善 2005 58 頁 第六章「事例から学
ぶ中心市街地活性化」留意点 10 
－ 21 － 
































－ 22 － 
きると認められるものを、その申請により、中心市街地整備推進機構（以下「推進機構」とい
う。）として指定することができる。 
第十一条  推進機構は、次に掲げる業務を行うものとする。 
一  中心市街地の整備改善に関する事業を行う者に対し、情報の提供、相談その他の援助を行
























                                                                 
*4 幾つかの書籍で紹介されているが、日本建築学会編『中心市街地活性化とまちづくり会社』丸善 2005 
と矢作 弘・瀬田史彦編『中心市街地活性化 三法改正とまちづくり』学芸 2006 が代表的である。街
づくり会社で最も成功している例は 1998 年設立の香川県高松市丸亀町である。 
*5 中心市街地の活性化に関する行政評価・監視結果に基づく勧告 





















国連の「環境と開発に関する世界委員会」（WCED = World Commission on Environment and 
Development）、委員長のブルントラント（ノルウェー首相当時）の名前から「ブルントラント































高木任之 『新版 都市計画法を読みこなすコツ』 学芸出版 2001 
海道清信『コンパクトシティ』学芸出版 2001 
五十嵐敬喜『美しい都市をつくる権利』学芸出版 2002 
松原隆一郎『失われた景観』PHP 新書 2002 
日本まちづくり協会編『住民参加でつくる地域の計画・まちづくり』技術書院 2002 
玉川英則編著『持続可能な都市の『かたち』と『しくみ』』東京都立大学出版会 2003 
上田 篤『都市と日本人』岩波新書 2003 
田村明『まちづくりと景観』岩波 2005 
高見沢実編著『都市計画の理論』学芸出版 2006 
日端康雄 『都市計画の世界史』講談社現代新書 2008 
                                                                 
*6 後述する英国の都市計画に関する英国政府の基本方針を述べたもの 
－ 25 － 





矢作 弘・瀬田史彦編『中心市街地活性化 三法改正とまちづくり』学芸 2006 
米野・真鍋・桑田・川原・野澤・饗庭・内海編著『住民主体の都市計画・・まちづくりの役
立て方』学芸 2009 
細野助博『中心市街地の成功方程式』時事通信社 2007  
三浦 展『郊外はこれからどううなる』中公新書 2011 
認定された中心市街地活性化基本計画については、内閣府 地域活性化推進室の HP 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/nintei.html 
 
－ 26 － 
第４章 英国の取り組み 
 




















年の 10 月に 18 戸のセミデタッチトハウスを建設した。それは今もカドベリーのチョコレート
工場のあるバーミンガム郊外のボーンヴィルには Bounville village として落ち着いた住宅街と
して残り、利用されている。土地は私有にされず、会社所有の形になっていることがハワード
が学んだことである。*1 




                                                                 
*1 以下は、高橋哲雄『イギリス歴史の旅』（朝日選書 1996）を参照 







4.2 エベネザー・ハワード（Ebenezer Howard）の'Garden Cities of Tomorrow' 
（長素連訳「明日の田園都市」）について 
 英国の現在の都市計画制度に最も大きな影響を与えたのは、ハワード Howard, E. 'Garden 







2：田園都市の歳入 農地地所  3：田園都市の歳入-町の地所 
4：田園都市の歳入-その支出の概観  5：田園都市における支出の概観 
6：行政  7：半公営企業-地方選択-禁酒政策 
8：代自治体の仕事  9：考慮すべき障害 
10：諸提案の独特の結合 11：続く道 
12：社会都市 13：ロンドンの将来 






























 また第 1 章：「都市・農村磁石」で田園都市の規模が示される（次ページの図を参照）。 
田園都市全体は、6.000 エーカーの土地（約 24.3km2、約 738 万坪、立川市程の広さ、半径は約
2.77km の円）であり、中心部の市街地である田園都市は 1.000 エーカ （ー4.05km2）、半径 1.13km
の円形の都市である。人口は 30.000 人（人口密度 7.500 人/km2  東京 23 区部平均人口密度約
12.600 人/km2  日本全体では約 332 人/km2 1998 年）が職場を持ち、生活する場所である。中
心に広場、市役所、博物館などの公共施設を置く。中間地帯は主として、住宅、教会、学校等
の場所とする。外周地帯は工場、倉庫、鉄道である。 
 周辺農村部は 5.000 エーカー（約 20km2）に 2,000 人。人口密度は 100 人/km2である。そこは
大農場、貸し農園、牧草地等からなる農業地帯という計画になっている。 



































                                                                 
*2 日笠端著「都市計画ー第２版」 共立出版 1986 11 頁 

































*4 『漱石のロンドン ハワードのロンドン』東秀紀著 中央公論新書 1991 
*5 『都市のコスモロジー--日米欧都市比較』オーギュスタ・ベルグ著 篠田勝央訳 講談社現代新書 1993 































                                                                 
*6 近藤茂夫著「イギリスのニュータウン開発」至誠堂 昭和 46（1971）年 












the carrying out of building, engineering, mining or other operations in, on, over or under land, or the 



















 専門職であるプランナーの存在は重要である。彼らは”Wholly independent of the Government . 
－ 33 － 














4.7 Planning Policy Statements（PPS）と Planning Policy Guidance Notes（PPG） 
 PPS は政府の都市計画全般に関する戦略を公に示しているものである。これは 1988 年から順
次刊行されている PPG を改訂して 10 年後の 1998 年から PPS となり、順次刊行されている。













 以下に PPS 1（持続可能な開発を達成するために）の主たる部分を取り出してその内容を訳
出する。 































                                                                 
*7 筆者注：国土全体の利用を計画的に行うことをさす 








































































































PPS はまだ完結していないので PPG 全てを示しておく。 
 1.政策全般と原則   2.グリーンベルト   3.住宅    4.小規模産業・商業開発 
 5.簡易計画ゾーン   6.中心商店街と小売り開発    7.地方と地域経済 
 8.テレコミュニケーション   9.自然保全     12.開発計画と地域計画ガイダンス 
 13.交通  15.計画と歴史的環境    19.広告規制    21.観光    22.エネルギーの再利用 
 23.都市計画と公害規制   24.都市計画と騒音 
 
















4.8 URBAN RENAISSANCE について 
 1997 年に政権に復帰した労働党は、若きニューリーダー、トニー・ブレアの下で政権を担当
し、都市政策も実践することになった。サッチャーによって Plan-led から Market-led へと都市
－ 39 － 
計画も変化している。規制緩和や民活活力の利用を都市計画では事業地区（Enterprise-zone）の





























                                                                 
*8 "Towards an Urban Renaissance" -Final Report of Urban Task Force-  Urban Task Force 1999 






































1，定期的な道路清掃          2，定期的な使用済み段ボール箱の回収 

































 最近の 10 年間の英国で最も商業地区として繁栄をしているのが、ノッティンガム市の中心商
店街である。商圏人口が 1990 年の 75 万人が 1997 年に 200 万人に増大している。建物床面積も
1992 年 412.361 ㎡から 1997 年 480.939 ㎡に増大している。無論、空室率は 1993 年の 9.2％から
























－ 43 － 




















































Howard,E "'Garden Cities of Tomorrow" 1902 長素連訳『明日の田園都市』鹿島出版会 1968 
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Cullingworth, B. Eds"Brutush Planning" Athlone 1999 
"Towards an Urban Renaissance" -Final Report of Urban Task Force- Urban Task Force 1999 
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Raco The Policy Press 2003  
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高寄昇三 『現代イギリスの都市政策』勁草書房 1996 
連健夫『イギリス色の街 建築にみる伝統と創造性』 技報堂 1996 
                                                                 
*9 野村総研、地域経営ニュースレター、1999，1 
－ 45 － 
イギリス都市拠点事業研究会著：『検証：イギリスの都市再生戦略-』風土社 1997 
高見沢実『イギリスに学ぶ-成熟社会のまちづくり』 学芸 1998 
中井検裕・村木美貴著『英国都市計画とマスタープラン』学芸 1998 
高見沢実『イギリスに学ぶ-成熟社会のまちづくり』 学芸 1998 
中井検裕・村木美貴著『英国都市計画とマスタープラン』学芸 1998 
小玉・大場他著『欧米の住宅政策』ミネルヴァ 1999 



























てきたのは 19 世紀後半である。その成立過程での主なメルクマールは以下の通りである。 





1909 年 第一回全国都市計画会議；住宅改良運動と都市美運動が集約されていく。 















































                                                                 
*3 Perry,C.A. "Neighborhood and Community Planning-- Committee on Regional Plan of New York and Its 
Environs" 1929 ：倉田和四生訳「近隣住区論」鹿島 1975 




























 無論、ペリーの近隣住区論にたいする批判もある（訳書 202―205 頁）。その主なものを引用
する。 
１．アイザックスによる批判 
                                                                 
*4 都市計画教育研究会編「都市計画教科書」（彰国社 1987 年 130 頁） 
*5 倉田訳『近隣住区論』鹿島出版会 1975 29 頁 














































                                                                 
*6 "The Death and Life of Great American ities" Random House 1961：黒川紀章訳「アメリカ大都市の死と生」
鹿島 1977 年 
*7 訳書 172 頁 
*8 大野輝之「現代アメリカ都市計画－土地利用規制の静かな革命」学芸出版 1997 
－ 51 － 
業地帯が拡大することを意味する。そこは労働者とその家族が住む場所であり、彼らが市民生
活を営む場所である。当然、土地利用を巡って様々な問題が発生する。 
 1960 年代までは、① 持てるものの財産権の保全  ② 狭域性  ③ ゾーニングのマス
タープランに対する優越性  ④ 物的性格  ⑤ 都市計画過程の閉鎖性といった特徴が挙げ
られている。 
 それが 1960 年代以降になると、新たな都市計画における土地利用規制が財産権制約の強化と
テイキング（土地収用）問題が前面に出てくる。それは① 水質浄化法など環境面からの土地利




 さらに 1990 年代までの改革と現代都市計画の特徴は① 環境規制の導入などに見られる財産
権制約の強化 ② 都市計画過程の透明化と住民参加の拡大 ③ マスタープランの成熟とゾー

















                                                                 
*9 Bosselman, F. & Callies, D. "The Quiet Revolution in Land Use Control" Council on Environmental Quality  
1971 





















  1.自治体に悪意がないこと    2.差別的でないこと 











－ 53 － 






























                                                                 
*10 小泉・西浦編著「スマートグロース」学芸 2003 











 1991 年、カリフォルニア州の市長、議会関係者約 100 人が、ヨセミテ国立公園内のアワニー・
ホテルで開催された集まりで 23 項目の「アワニー原則」（Ahwahnee Principles）が採択された。 
 この原則は、公共交通重視、地域重視、エコロジカルな視点の重視などが特徴であり、ハワー
ドの田園都市の考え方に強く影響されている*11。 
 この原則は下記の 6 名の建築家によって起草され、ニューアーバニズム（新都市主義）と呼
ばれる。 
ピーター・カルソープ（Peter Calthorpe）     マイケル・コルベット（Michael Corbett） 













                                                                 
*11 川村健一、小門裕幸著『サステイナブル・コミュニティ 持続可能な都市のあり方を求めて』 学芸
出版 1995、松永安光『まちづくりの新潮流』彰国社 2005 










































































Perry,C.A. "Neighborhood and Community Planning" 1929：倉田和四生訳「近隣住区論」鹿島 
1975 
Cullingworth,J.B "The Political Culture of  Planning American Land Use Planning in Comparative 
Perspective" Routledge 1993 











































































                                                                 
*1 Tewdwr-Jones M. Eds "British Planning Policy in Transition" Planning in the 1990s  1996 UCL Press  P,205 




 1992 年 6 月、リオデジャネイロで地球サミットが開催され「序文」と 27 条からなるリオ宣
言が出された。さらに国連に新たに「持続可能な開発のための委員会」が作られた。 

























                                                                 
*2 Haughton,G and Hunter,C. "Sustainable Cities" Regional Studies Association 1994 P.89  
*3 Breheny,M. "Sustainable Development and Urban Form" Pion 1992 PP138-159 









































































































 【付】この報告は 2009 年度専修大学国内研究員制度に基づく研究成果の一部である。 
